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４． おわりに

１． 問題所在と課題

　１９９１年には明瞭となったバブル経済の崩壊を示す形で，９３年を頂点にいわゆるゼネコン談合 ・

汚職事件が起こっ た。 公共事業の建設過程に関わる大規模な事件であり ，これを機に公共事業の

浪費問題からの脱却が課題となり ，公共事業の政策主体においても事業の見直しがなされてきて
　１）
いる 。

　大蔵大臣の諮問機関である財政制度審議会は，９４年度予算の編成過程のなかで，公共事業の配

分の硬直性を問題にし，「公共事業の配分のあり方に関する報告」を提出し，従来のように「各
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
省庁の枠の中に止まらず，真に緊急に整備が必要とされる分野に…… 重点投資」を行う必要があ

ると「建議」した。その後も ，　般競争入札方式の導入や事業の実施過程での再評価等々で見解

を表明している 。

　他方，建設省も９４年には「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」を定め，９６年版「建設

白書」では，ｒ変化に対応した社会資本整備の展開」として，ｒ『何を』 ，『どれだけ』，『いつまで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
に』に加えて『どのように』を重視する時代へ」という方向が設定された。さらに，９６年にはタ

ム事業の見直しが行われ，はじめてそのうちの数件が中止されることとなった 。

　公共事業の見直しは今後とも継続されるであろうが，しかし，現在のところ，その見直しは部

分的であり対処療法的である 。

　この点で，９６年に出された財政制度審議会の「財政構造改革白書」（以下，「白書」と略記）には

次のような特徴と問題点がみられる。公共事業の内容にかかわる「配分」に関して，「引き続き

国民生活の質に直結する分野への重点化」，および，ｒ新たな課題である国際化への対応や新しい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
産業基盤の拡充　　といった経済構造改革に資する分野等への投資の重点化」が述べられている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１６）
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しかし，このような「配分」内容はこれまででも多かれ少なかれ「重点化」されていたのであり
，

そのもとで公共事業の浪費が生み出されてきたのである 。

　また，公共事業の効率化 ・透明化に関してコスト低減対策の推進，人札 ・契約制度の改善，類

似事業問の調整，投資の効率性の確保が指摘されており ，これらの点がそれぞれ重要であるとし

ても ，「効率化 ・透明化」の前提となる族技官 ・議員と利益政治をめぐる政官業の癒着問題には

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）触れられていない。「白書」にみられるものは財政危機に対する当面の効率化だといえる
。

　この問の公共事業研究にみられる特徴は，公共事業における浪費の政治経済的実態の分析，公

共事業 ・投資の効果や効率化の検討，公共事業が硬直的に継続する行政制度的分析にある 。

　このうち，効果や効率化の検討においては，所得 ・生産力効果（の有無）やその分野別地域別

相違が検出され，あるいは，杜会資本建設の「持続可能」性が検討される。しかし，これらの効

果や効率化を公共事業の浪費問題や今後のあり方との関係でとう評価できるのか，その基準は明
　　　　　　６）
らかではない。他方，行政的制度的分析は，「公共事業がとまらない」行政と政治（議会や法体

系）をめぐる関係をとらえており ，浪費を政治経済的にとらえていく可能性を示す重要な分析で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）ある。ただし，その経済的背景との関連は今後の課題になっている 。

　以上の検討からいえることは，第１に，浪費が公共事業に依存したとのような経済構造から生

み出されるのか，公共事業の機能と浪費の経済分析が不可欠であるという点であり ，第２に，浪

費が硬直的に継続される公共事業行政の構造をとらえる必要があるという点である。公共事業の

浪費は，整備される経済基盤がその有効性を喪失し公共事業の新たな体系が未形成なままである

ことに起因し，それにもかかわらず公共事業行政が硬直的に継続されるところから生まれる ，と

みることができる 。

　公共事業の浪費問題をとらえるためには，さしあたり ，次のような問題を検討しなけれはなら

ないであろう 。それは，経済構造の変動と関連した公共事業の産業間 ・地域間配分と経済効果の

低下の構造，土地をめくる投資 ・融資を含む公共事業の建設過程と建設業の肥大化，経済摩擦に

よる日米間の建設 ・投資市場をめくる政策協調の公共事業政策への作用，公共事業の財源基盤で

ある国債や地方債の毎原則的拡大，公共事業行政におけるいわゆる政官業癒着の構造，等々であ

る。

　公共事業の浪費は，これまでの経済基盤整備が意味していた規模拡大型の経済 ・財政運営の意

義が喪失し，それからの転換が必要となっていることを示している 。本稿は，公共事業の浪費問

題そのものを検討するものではないが，その浪費が生まれる要因を含めて，公共事業が現段階に

おいてとのような経済構造に対応しているか，公共事業の機能を再検討しその位置づけを明確に
　　　　　　　　　　８）
しようとするものである 。

　以下，第２節では，経済構造の変化を産業のグローバル化に焦点をあててとらえる 。産業のグ

ローバル化では生活部面までは含まれないが生産体制をとらえることはできる。産業のグローバ

ル化のもとで競争の新たな条件が必要とされ，公共事業による経済基盤整備のこれまでの位置が

変化することとなる。第３節では，産業のクローハル化のもとで公共事業にとのような機能と体

系がもとめられてくるか，その問題と課題を検討する 。一方で公共事業に対する新たな需要があ

り， 他方で公共事業の機能低下が生まれる。これまでの公共事業はクローハル化型公共事業とし

て再編成されることになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１７）
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第４節では，以上からの小括として公共事業の転換の意味するところをまとめる。今後の経済

において公共事業がとうあるべきかが問題となり ，公共事業の転換方向についても触れることに

したい 。

２． 産業のグローバル化

　ロハートＢライシュは，これまでの，経済過程の国民経済への収鰍，生産方法の大量生産体

制としての展開がどのように変動するかという視点から経済のグローバル化を考察している 。こ

こでは，この見解を敷術し，公共事業によって整備される経済基盤の新たな位置を検討すること
　　　９）
にしたい（括弧内の引用ぺ一ジは邦訳からのものである）。

　１８世紀以後，絶対主義から民主主義へと転換し，政治の目標は君主の幸福を追求することから

国民のそれを追求することへと変化することとなったが，ライシュは，この経済的政治的基礎を

大量生産体制と経済ナショ ナリズムの展開としてとらえている 。

　機械制大工業の確立以来，あらゆる種類の製品が大量に生産され，「地方経済を結びつける鉄

道と電信システム」（３６ぺ一ジ）は大量生産に欠かせないものとなった。この延長線上で，生産が

国内市場を越えて帝国主義的拡張競争が激化する段階において，「近代的な経済を持つ国家だけ

が， 近代的な軍隊を創りだし，維持することが可能」（４０ぺ一ジ）となった 。

　さらに，戦後においては，巨大かつ中核企業の大量生産が展開されるもとで，規模の経済によ

って生産コストが削減され，収益の一部が再投資されて他の一部は労働者に分配され，そのｒ見

返りとして，労働組合は大量生産を妨げるようなストライキと職場放棄を避ける」ことになる 。

その間，「政府は企業の意志決定に介入」はせず，「中核企業の大量生産をさらに支援」（以上，９１

ぺ一ジ）する政策や施策をとる。こうして，大量生産を基礎とする経済ナショ ナリズムが形成さ

れてきたのである 。

　ところが，ｒほとんどの国が…… 標準化された大量生産システムによる生産に乗り出し…… 製

品を地球上のほとんどの国に安く輸送できるようになった結果，そこから必然的に一つの結果が

もたらされた」。 それは海外とのはげしい競争であり ，アメリカの中核企業では１９６０年代後半に

は「価格を固定すること」（以上，９５ぺ一ジ）ができなくなったという点である 。

　そこで，これに対し，保護貿易，賃金削減，金融的手段の駆使（資産運用のための複合企業化や

レバレッ ジド ・バイアウトー借入れによる企業買収）などの対策がとられた。しかし，ここには「根

本的な生産システムの改革とは　 ・無関係」（１０２ぺ一ジ）であるという限界があり ，さらに，こ

のことはｒアメリカ人の生活水準は…… その国の中核企業一・・の成功にも ，ましてや『国民経

済』と呼ばれるものの成功にも次第に依存しなくなりつつある」（１０４ぺ一ジ）ことを意味してい

た。

　こうして，大量生産は高付加価値生産に転換することとなった。ライシュによれば，この高付

加価値化には次のような３種の技能（者）が関連している。つまり ，「問題解決者」：素材や知識

を組み立て企画する技能者，「問題発見者」＝顧客の二一スを発見し製品の仕様を決定する技能者 ，

「戦略的媒介者」＝製品に関する潜在的価値や資金調達等をめくって上記の２者を結合させる技能

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１８）
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表１　経済のグローバル化のもとでの製晶 ・サービス代金構成

　　一事例 ：ＧＭからポンティアック ・ル ・マンを１万ドルで購入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：ドル）

代金 代金内容 支払い先

３１

３，０００　組立て作業　　　　　　　韓国
１，７５０　先端技術による部晶　　　日本

　７５０　スタイリングとデザイン　（旧西）ドイッ

　４００ 　細々とした部品　　　　台湾，シンガポール，日本
　２５０　広告とマーケティング　　イギリス

　５０　データ処理　　　　　　　アイルランド，バルバドス（南アメリカ）
４， ＯＯＯ　デトロイトの戦略家，ニューヨークの法律家と銀行家 ，、 ワシントンのロ
　　　ビイスト ，全国（アメリカ）の保険会社等，ＧＭの株王

（出所）ロバート ・Ｂ ・ライシュ，前掲書，ユ５４ぺ一ジより作成
。

者である（以上，！１３～１１４ぺ一ジ。この３者はデータや言語を操作するという意味でシンボリック ・アナ

リストと名付けられている）。

　高付加価値生産への転換が経済のクローハル化の契機となるのは，ｒ高付加価値型企業に特有

の組織網では…… 権力と富は…… 三つの卓越した技能を発揮する人間が集まる集団に流れ」こみ
，

「このような集団が，アメリカ以外の地球上の至るところで見出される場面が次第に多くなって

いる」点である（この地球上に張りめぐらされたクモの巣状の企業組織網はグローバル ・ウェ ブと名付け

られている。以上，１５１ぺ一ジ）。

　表１は，経済のグローバル化のもと ，製品（ＧＭのポンティアック ・ル ・マン）が国際的合成物

として生産され，そこにおいて，部品関連の問題解決，デザイン等の問題発見，金融等の戦略的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）媒介などの技能の比重が拡大している事例である

。

　以上がロバート ・Ｂ ・ライシュの経済 ・産業のグローバル化論である。ここには競争条件と公

共事業との関連が新たな内容で示唆されており ，それは次のような命題に端的に表わされている 。

　「１９世紀から２０世紀前半にかけての大量生産経済における主要な産業界の闘争…… は， 機械

を所有する者と機械を動かす者との間で行われた。　　 （中略）　　しかし，高付加価値型企

業においては，ルーティン生産の労働者と金融資本家の要求は，新たな問題を解決し，発見し ，

媒介する人々の要求に比べて，次第に軽視されるようになった」（１４１～１４２ぺ一ジ）。

　つまり ，大量生産は設備の大型化に基づくが，これと結合して拡大してきた経済基盤を整備す

る公共事業が，高付加価値生産の競争条件のもとで，その位置と役割を変化させることになる
，

という点である。公共事業の位置は高付加価値生産における競争条件によって規定される
。

　大量生産では経済生活の基礎的需要に対応した汎用製品の生産が中心となるが，高付加価値生

産では，多様化し高度化した需要 ・サービスに応える生産にその特質がある。新たな需要（市

場）をどのように把握するか，どのように開発するかをめぐって競争が激化し，生産システムが

再編成される 。ロバート ・Ｂ ・ライシュが着目しているシンボリック ・アナリストはこの新たな

需要（市場）の開発体制において重要な役割を果たしている。この場合，需要（市場）の把握お

よび開発の手段が経済のグローバル化によって地域的，内容的に拡大，高度化し，高付加価値生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１９）
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図１　主な業種における研究費の対売上高比の推移
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　（出所）科学技術庁編『科学技術白書』大蔵省印刷局，１９９９年版，１３６べ一ン「第２ －１－１０

　　　図」。
（注）　１ ．会社のみの値で，特殊法人は含まれていない 。

　　２　１９９６年度はソフトウェア業を除いた値である 。

　　　　　　　　　　　１１）
産を促進することとなる 。

　高付加価値生産のもとで，需要を把握するための情報化，需要を生産に結びつける技術 ・研究

開発，それらに関わる資金調達，物流管理，以上の過程全体にわたる企画 ・経営力が重要な競争

条件となり ，これが世界的ネ ソトワークとして展開される。この競争条件を産業の中枢管理機能

と呼ぶことにしたい 。

　日本におけるこの中枢管理機能の拡大は，電気機械工業を中心とするＣＩＭ（コンピュータ統合

生産）の展開にみることができる。この生産体制は１９８０年代半ば以降に拡大し，製造業における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
その導入比率は，９２年時点で４割余に達している。ＣＩＭにおいては生産（製造）システムのみな

らず販売システムや開発システムを含めた全過程を統括する経営戦略が重要となるが，これが上

記の中枢管理機能に該当する 。

　この中枢管理機能の拡大の１側面は，産業や企業における情報化投資（機械受注に占める電子 ・

通信機械受注比率など）や研究費の上昇にみることができる 。図１は，研究費の対売上高比の推移

である。１９８０年代後半から９１年前後にかけ電気機械を頂点に顕著な伸び（年率ではおよそ１０パーセ

ント）をみせ，その後減少はするが高い水準（電気機械で８０年度の４パーセント弱から９６年度の６パー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
セント弱へ）で現在に至っている。日本経済のグローハル化が拡大するのもこの局面である 。

（５２０）
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３． 公共事業の構成と変動

　（１）中枢管理機能と公共事業

　産業のグローバル化のもとでその競争条件の重点は生産，流通に関わる設備の大型化から中枢

管理機能の局度化に移行し，これまで設備の大型化に結ぴつく形で経済基盤を整備してきた公共

事業は再編成されさるをえない。ここでは，産業の中枢管理機能との関連で公共事業の現状と問

題を検討したい 。

　第１に，中枢管理機能そのものである技術 ・研究開発や情報化と公共事業との関連である 。中

枢管理機能それ自体は私的企業経営のうちにあるが，それに関連した技術や知識の開発研究施設

の整備，そこから生み出される情報の通信施設の整備は社会資本であり ，それらの一部は公共事

業の対象となる。経済戦略会議の報告は，これに関して，「今後１０年問」に整備する「戦略プロ

ジェクト」として，２１世紀の人材育成（コンピュータ教育の拡充など），インターネ ット等情報イン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
フラ整備（情報スーパーハイウェイの整備など）等々を掲げている 。

　これらの社会資本整備や公共事業は，１９９９年１１月に政府が決定した総合経済対策「経済新生対

策」で具体化された。表２がその概要である。杜会資本整備に関して情報通信 ・科学技術振興や

物流効率化なとが打ち出されているが，情報新幹線（情報スーパーハイウェイ）やその公共事業に

よる整備という位置づけとはなっていない。しかも ，「高速交通ネ ットワーク整備」の実体が整

備新幹線の建設であったり ，農業関連ではウルグアイ ・ラウンド対策であったり ，従来型の公共
　　　　　　　　　　　　　　　１５）
事業の継続という性格が濃厚である 。

　問題は，技術 ・研究開発や情報化には私的企業経営の対象である社会資本という性格があり ，

これまでも ，民活事業にみられるように，公共事業と収益事業の中聞財として整備対象にされて

きたという点である。上述の情報新幹線構想に対して「郵政省は民間主導で進める，というこれ

までの方針にこだわ った」（ｒ朝日新聞』同日付）のも当然である 。他方，科学技術振興も ，これま

で， 「文教及び科学振興費」として公共事業外の担当省庁でその予算が執行されている 。

　したがって，技術 ・研究開発や情報化を「未来型杜会資本」として整備するには，次のような

点が検討されなくてはならない 。

　つまり ，私的企業経営の対象ともなる杜会資本と公共事業との間におけるリスク負担も含む

民・ 公間関係，およぴ，技術 ・研究開発や情報化に関運する科学技術政策と公共事業政策との関

係をどう体系化するかという点である 。また，人件費や物件費の比重が大きい技術 ・研究開発や

情報化を施設 ・資産としてどのようにみることができるか，それが政策的に杜会資本整備の対象

だとしても ，中間財であり ，補助金 ・政策金融，政策税制，公共事業等いずれの政策手段でもっ

て政策的関与をはかるかという点である。政策運営としては，さらに，従来の規模拡大型公共事

業と省庁別縦割り配分方式（それらの縮小再編成）をとうするかという点も検討課題となる 。

　これらの点はいまだ不明確であり ，そこに利益政治も作用して，従来型の公共事業との混在が
　　　　　　　　１６）
生じているといえる 。

　第２に，中枢管理機能が現実に発揮される基盤である都市開発と公共事業との関連である 。中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２１）
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表２　経済新生対策の骨子 ・規模

　　　　　　　　（単位 ：兆円，カッコ 内は国費）

社会資本整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６ ．８（３
．５）

うち　物流効率化　競争力強化　　　　　　　　　　　　　１ ．１

　　生活基盤充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ ．２

　　情報通信　科学技術振興なと経済発展基盤強化　　　　１ ．２

　　少子高齢化 ・教育 ・環境　　　　　　　　　　　　　１
．１

　　緊急安全防災　　　　　　　　　　　　　　　　　ｏ ．ｇ

　　災害復旧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｏ ．７

　　公共事業の契約前倒し　　　　　　　　　　　　　　０ ．６

中小企業など金融対策　　　　　　　　　　　　　　　７ ．４（Ｏ ．７）

住宅金融対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
．Ｏ（０ ．２）

雇用対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ ．Ｏ（ｏ
．３）

金融システム安定化対策　　　　　　　　　　　　　　　一（０ ．９）

ノ』、　　　　言十　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７　　（５ ．６）

介護対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０ ．９（０
．９）

合計　　　　　　　１８（６
．５）

（出所）『朝日新聞』ｒ経済新生対策を政府決定」１９９９年１１月１１日付

　　（夕刊）。

枢管理機能にとって都市がもつ意義は，高付加価値生産が対象とする需要が都市に集積している

こと ，また，企業の技術 ・研究開発や情報化に必要とされる労働力（人材）も ，それを支援する

都市型産業とともに都市に集積していること ，にある 。１９８０年代に隆盛化した都市開発は，オフ

ィスの供給にみられるように，中枢管理機能の基盤を整備するものであ った。その後の現在，ふ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
たたび，「都市の再生」が政策課題となりつつある 。

　しかし，周知のように，都市開発と公共事業をめくって大規模な浪費が発生したのであり ，こ

の問題の再検討なくして「都市の再生」を展望することはできない。そこで，以下，東足臨海副
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
都心開発（以下，臨海副都心開発と略記）を事例としてとりあげ問題を検討することにしたい 。

　臨海副都心開発は鈴木俊一都知事（当時）のもとで１９８２年に策定された第１次長期計画をはし

りとしているが，当初の計画は，有明 ・台場等の東只港を埋め立て海上公園なとに整備するとい

うものであ った。ところが，８５年にｒ東只テレポート構想」（情報通信基地の建設）がうちあげら

れたことを契機に新宿等既存の副都心と並びながら一層大規模な副都心を開発する計画へと変化

し， ８６年に策定された第２次長期計画以降，世界都市づくりがめざされることとなった 。

　臨海副都心開発は，開発面積４４８ヘクタール，居住人口６３万人，就業人口１０６万人，事業費総

額１０兆円超（都市基盤整備費４兆円余，民間投資６兆円余）という最大の民活事業となった。しかし ，

この臨海副都心開発は，利権の場と化し（ゼネコン社員の第３セクターへの偽装派遣など），生活条件

が破壊され（テニスコート１６面の取り壊しや樹木８万本の切り倒しなと），ハフル経済後の地価下落に

よって事業収支が悪化し，事実上破綻した 。

　この場合，都市開発と公共事業をめくる問題は，オフィス空間の供給が公共事業による都市基

盤能力を超えて過大に計画された点に現れている 。東只区部の事務所床面積は８２年から９１年の１０

年問で１ ，８３６ヘクタール，５１パーセント増加したが，この内訳は，都心３区（千代田，中央，港）

４４パーセント増，既存副都心３区（新宿，渋谷，豊島）６０パーセント増，新副都心４区（台東，墨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
田， 江東，品川）８０パーセント増，である。この結果は都市的条件の悪化であり ，「世界都市」と
　　　　　　　２０）
しての劣化である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２２）
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　こうした問題がなぜ生みだされるのか。それは，臨海副都心開発に，テレコムセンターヒルや

国際展示場にみられるような情報化に関連した中枢管理機能の基盤整備という側面が含まれなが

ら， そのような都市開発としてよりも当面の市場拡大として政策的に位置づけられたからにほか

ならない。前述の第１次長期計画が第２次長期計画に転換する過程の８６年，国土庁なと６省庁と

東只都とで「東足臨海部開発推進協議会」が結成され，臨海副都 １Ｌ・開発は民活事業方式による内

需拡大策に組み込まれたのである 。

　つまり ，内需拡大策のもとで，臨海副都心開発が当面の市場拡大策の性格をもち，容積率の緩

和等の規制緩和策が民活事業を促進し臨海副都心開発が不動産投資の対象となり ，オフィス空間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）（中枢管理機能）が過大に計上，供給され，都市基盤整備とのアンハランスを拡大したのである

。

この場合，オフィス空問の過大供給の直接的要因に民活事業方式があり ，それは臨海副都心開発

の政策担当者の次のような言明に現れている
。

　「私どもはもう少し時間が欲しい。…… プランニングにじっくり時間をかけるべきだという

のが本音でございます。ただ，政府，民間等から，早くやれという内需拡大論がございまして
，

政治的にもやらさるをえないという雰囲気がある」（当時の東只都企画審議室調整部長の言，岡部

祐三，前掲書，９０ぺ一ジ）。

　以上のような臨海副都心開発の問題からみて，都市開発において次のような課題が検討されな

ければならない。それは，中枢管理機能を内包した都市開発において中枢管理機能の整備と公共

事業による都市基盤整備とのハランスを図るということである。中枢管理機能の整備は私的企業

の投資対象下にあり ，公共事業とのハランスを確保する規制策が不可欠になるということである
。

　第３に，中枢管理機能（物流管理）と高速交通等公共事業との関連が存在する。物流は生産

（輸入）から消費に至る流通過程を一体的に管理する流通の情報化といえるものであるが，この

点は事項における公共事業の生産力効果の低下との関連で触れることにしたい
。

　（２）クローハル化型公共事業

　産業のクローハル化のもとで，現段階の公共事業はクローハル化型公共事業としての特質をも

っている。クローハル化型公共事業とは，産業のクローハル化段階における競争条件を整備する

経済基盤を対象とするそれである。ここでは，産業の中枢管理機能の発揮が問題となり ，経済基

盤それぞれの機能や大規模化よりもそれらの一体的，ネ ットワーク的運営が課題となる 。

　表３は１９８０年代以降の公共事業関係費の推移である。一般会計に占める公共事業関係費の比重

は， 当初予算では，全体として低下傾向にある。８０年代に始まる財政再建策のもとでその比重は

顕著に低下した（もとより ，この低下を補完する形で，地方自治体の地方単独事業や民問資金の活用 ・民

活事業等々が８０年代後半に動員され推進された）。 しかし，そのもとでも ，９０年代前半にはバブル経

済の破綻に対する景気 ・経済対策によって比重はかなり増大し，補正後の一般会計に占めるそれ

は８０年代半ばの水準を超える状況にある
。

　しかし，公共事業関係費の事業別構成はほとんと変化していない（いわゆる減分増分王義による

事業別配分の硬直性）。 道路は依然として中心の一角を占めている。ただし，下水道環境衛生等な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２３）
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表３　公共事業関係費の推移

　　　　　　　　　　　　　（当初予算，単位 ：億円，％）

事項＼年度 １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ １９９９

治山治水対策事業費
１１ ．０４３

１７ ．４

１０ ．８２６

１７ ．４

１０ ．８５７

１７ ．７

１５ ．７３２

１７ ．２

１４ ．７２３

１５ ．７

道路整備事業費
１９ ．１０８

３０ ．１

１８ ．２６０

２９ ．４

１７ ．８８１

２９ ．１

２５ ．８６５

２８ ．２

２７ ．０２５

２８ ．９

港湾漁港空港整備事業費
５． ２８３

８． ３

５． １１８

８． ２

５． １４６

８． ４

７． ０５１

７． ７

７． ０４７

７． ５

住宅市街地対策事業費
７． ５４３

１． ９

７． ５７７

２． ２

７． ６４１

２． ４

１１ ．５７８

１２ ．６

１１ ．３６６

１２ ．１

下水道環境衛生等施設整備費
９． ６６５

５． ２

９． ７０３

５． ６

９． ５７４

５． ６

１６ ．１２２

１７ ．６

１６ ．６７０

１７ ．８

農業農村整備事業費
８． ９７５

４． １

８． ７８９

４． ２

８． ６９６

４． １

１１ ．９６６

１３ ．Ｏ

１０ ．９０９

１１ ．７

森林保全都市幹線鉄遺等整備事業費
１． ８０３

２． ８

１． ６９６

２． ７

１． ５７８

２． ６

３． ２５１

３． ５

３． ５０９

３． ７

調整費等

１３１０．２ １０７０．２ １０６０．２ １５００．２ ２． ３８０

２． ５

小　　計

６３．５５１１００ ６２．０７６１００ ６１．４８０１００ ９１．７１５１００ ９３．６３０１００

災害復旧等事業費 ３， ００４ １， ６１３ ６６７ ６８２ ６７７

合　　計（Ａ）

　　　（Ｂ）

６６ ．５５４

８， ０１０

６３ ．６８９

９， ２２３

６２ ．１４７

０， １３２

９２ ．３９６

４２ ，１６４

９４ ，３０７

Ａ／一般会計（当初）

／一般会計（補正後）

１５，６１５．６ １２，１１３．Ｏ ９，４１０．１ １３，０１８．２ １１．５（１６．９

（出所）杉本和行ほか編咽説日本の財政」東洋経済新報杜，各年度版，大蔵省王計

　　　局調査課編［財政統計ｊ大蔵省印刷局，１９９８年度版より作成 。
（注）　 ・Ａは当初予算，Ｂは補正後予算。Ｂ／一般会計（補正後）の９９年度欄の括弧

　　　内数値は９８年度の補正（第３号）後予算のもの 。

　　　・９９年度にはｒ合計」以外にｒ公共事業等予備費」５ ，Ｏ００億円が計上されている 。

どには一定程度の比重増大がみられ，グローハル化型公共事業への変動を示唆している。たとえ

ば， 都市開発に関連する下水道環境衛生等，住宅市街地を合わせると ，８０年度の２７１から９９年度

の２９ ．９パーセントヘの変化である 。

　そこで，グローハル化型公共事業に関連した経費の所在をみたものが次の表４である 。

　グローハル化型公共事業は「技術 ・研究開発，情報化」，「都市開発」，「物流，高速交通」から

成る。ただし，ここでの事業費は，その機能に整合した形で計上されているわけではなく ，さし

あたり直接的に関連しうるものをとりあげている 。

　「技術 ・研究開発，情報化」のうち，とくに「科学技術振興費」は「各省試験研究機関経費」 ，

「科学技術研究費補助金 ・委託費」などがその中心を占め公共事業費とは区別される。しかし ，

これらはこれまででも民活事業に組み込まれて支出されてきた経過があり ，また，グローハル化

型公共事業が現実に機能するうえでは不可欠な要素となっている。科学技術振興費は，９５年に科

学技術基本法が制定されて以来急増している 。

　グローハル化型公共事業には，これ以外に「経済協力費」のなかにＯＤＡがありそこで経済イ

ンフラの整備が行われており ，また，上記の３者に直接的に関連した事業以外に生活基盤整備等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２４）
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表４　グローハル化型公共事業の関連経費
　　　　（ユ９９９年度，一般会計，当初予算，単位 ：億円）

３７

直接的関連事業費

Ａ　研究開発，情報化関係

ａ　科学技術振興費 ９， ６３０

ｂ　郵政省所管 ・その他の事項経費
（うち電気通信関係） ４１０（９８年度）

Ｂ　都市開発関係

Ｃ　下水道環境衛生等施設整備費 １６ ，６７０

ｄ　住宅市街地対策事業費 １１ ，３６６

ｅ　森林保全都市幹線鉄道等整備事業費
（うち都市 ・幹線鉄道関係） ６７３

Ｃ　物流，高速交通関係

ｆ　港湾漁港空港整備事業費
（うち港湾 ・空港関係） ５， ０４８

ｇ　道路整備事業費
　（うち高規格幹線道路関係） ８， ５３０（国費）

（出所）大蔵省編『財政金融統計月報』大蔵省印刷局，１９９９年５

　　月号，財政調査会『国の予算」１９９８年度版，建設省編［建
　　設白書』大蔵省印刷局，１９９９年版より作成 。

に関連する公共事業が広く存在している。さらに，「高規格幹線遺路」は従来型の公共事業を象

徴するものである。そこで浪費問題が発生しており ，物流機能等が有効に発揮されるその整備方

法が検討されるべきである 。

　技術 ・研究開発を初めとするグローハル化型公共事業をシステム化し政策化する必要があり ，

新たな事業費 ・経費分類も必要となる。従来型の公共事業システムの限界は明らかである 。

　公共事業の浪費はその生産力効果の低下に基づいている 。

　戦後日本の公共事業は，特定の技術的生産力的内容をもった重化学工業の大量生産体制のもと

で形成された。公共事業は，設備の大型化と結びつき ，その生産手段体系の展開を生産 ・経済基

盤の整備を通して促進してきたのである 。大量生産体制の展開とともに，個別資本の生産 ・経済

基盤の整備から流通過程を含む社会的資本のそれにまで拡大されたのは言うまでもない。このよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
うな関係のもとで公共事業の生産力的効果が発揮されてきたのである 。

　しかし，産業のクローハル化のもとでは，産業と公共事業との間にこのような関連は成立して

いない 。

　第１に，前項まででみたように，産業の競争条件は，設備の大型化にあるのではなく ，技術 ・

研究開発など産業の中枢管理機能に依存している。しかも ，かつては設備と生産 ・経済基盤の整

備とは直接的関係にあ ったが，中枢管理機能をめぐってはその機能発揮 ・運営が重要な契機にな

り， その経済基盤整備に関連する公共事業は中枢管理機能と間接的関係に置かれている 。機能と

波及過程の両面にわたって生産力効果は低下せさるをえない 。

　第２に，中枢管理機能の１内容である物流管理と高速交通等の整備との関連をめぐっても生産

力効果の低下問題がある。高速交通等の整備は，公共事業において大きな比重を占め，経済のグ

ローハル化のもとで，製品輸入比率も増大し，国際的港湾，国際的空港，高規格幹線道路の整備

が重点化されてきている 。しかし，物流においては異種交通機関のアクセス（ターミナル機能）が

決定的に重要であり ，この物流管理ぬきに高速交通等の大型化がすすめられても公共事業の生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２５）
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図２　国際空港 ・港湾と高速交通網とのアクセス状況

国　際　空　港

国　際　港　湾

アメリカ

　　９４９８％　一
　　９６

　　５２９３％　一
　　５６

　ヨーロツノざ
（独，仏，英，伊）

　　７９７２％　一
　　１１０

　　２６９３％　一
　　２８

日　　本

　　１２４６％　一
　　２６

　　１２３３％　一
　　３６

（出所）建設省『建設白書」１９９８年版，８６ぺ一ジ「図表１－４３」。

（注）　 １． 日本／１９９６年度末，アメリカ／空港１９９５年，港湾／１９９３年，ヨーロッパ／
　　　空港１９９５年，港湾１９９２年

。

　　２ ．対象空港は，国際定期便が就航している空港 。
　　３ ．対象港湾は，ヨーロッパについては総貨物取扱量が年間１ ，ＯＯＯ万トン以上

　　　の港湾 。

　　　　アメリカ，日本については国際貨物取扱量が年問５００万トン以上の港湾 。
　　 ４　 アクセス率＝高規格幹線道路等のインターチェンジなとから１０分以内に到
　　　着可能な施設数／対象施設 。

　　　　　　　　　２３）
力効果は発揮されない 。

　図２は，「高規格幹線道路等のインターチェンジなどから１０分以内に到着可能な施設数」の割

合を指標とするアクセス率である。日本はこのアクセス率が国際的にかなり低い現状にある 。

　公共事業の生産力効果の低下は，内需拡大策や景気 ・経済対策に対し次のように作用する。公

共事業には経済基盤の整備による生産力効果，および，国家需要創出効果があり ，これまで，両

者あいまって高い経済効果を発揮してきた。生産力効果の側面が低下するとき ，公共事業の経済

効果は需要創出の側面のみに限定され，度重なる景気 ・経済対策をとらざるをえない（バブル経

済の破綻後，景気 ・経済対策は公共事業を中心に１９９２年３月 ，８月 ，９３年４月 ，９月 ，９４年２月 ，９５年４月
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）９月 ，９７年１１月 ，９８年４月 ，１１月 ，９９年１１月にとられた）。

　しかも ，需要創出とその「効果」の拡大に依存した公共事業政策がとられればそれだけ経済基

盤整備に「ゆがみ」がもたらされる。公共事業の浪費と財政赤字の背後には以上のような関連が

作用している 。

４． お　わ　り　に

　産業のグローハル化のもとにおいて，公共事業は，グローハル化型公共事業といえる機能や特

質をもつに至っている。従来の公共事業が設備の大型化に連動して生産 ・経済基盤を整備してき

たのに対し，グローハル化型公共事業は産業の中枢管理機能が発揮される経済基盤を整備する 。

技術 ・研究開発や情報化，都市の開発 ・整備，物流や高速交通に関連した経済基盤がその主な対

象である 。

　しかし，グローハル化型公共事業への転換をめくっ ては，これまでのところ，次のような問題

がみられた。技術 ・研究開発や情報化における技術や知識の生産 ・集積を担う私的企業経営と施

設整備を中心とする公共事業との体系的関連，都市の開発 ・整備における開発 ・整備主体の企業

活動と経済基盤整備としての公共事業との整合性，物流や高速交通における物流管理と高速交通

（拡大）という公共事業との整合的な関連をめくる問題である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２６）
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　つまり ，道路やいわゆる「箱物」に代表される土木事業中心の施設建設とは異なり ，現段階の

公共事業においては，私的企業経営を含めた建築施設の運営との関連が重要な意義をもつという

点である 。さらに，これらの施設運営や公共事業による経済基盤の整備においては，施設や経済

基盤それぞれの相互関係やシステムなしにその機能は発揮されない。技術 ・研究開発や情報化は

都市的条件の整備のもとで進展し，前者の経費は公共事業費と関連している
。

　これらの諸点のより具体的関連は今後の検討課題となる 。しかし，本稿では，グローバル化型

公共事業の基本的性格や内容もまた残された課題となっている。それは，本稿では公共事業をグ

ローバル化のもとにおける産業の競争条件との関わりで検討してきたが，その競争条件や技術的

高度化に関連する公共事業は，一面で産業の国内経済活動に，他面ではアメリカを中心とする多

国籍企業の国際経済活動に関連しているという点である
。

　この場合，クローハル化型公共事業の生産力効果は国内産業にはもとより多国籍企業にも及ぴ
，

クローハル化された市場競争と産業活動との関連で公共事業の効果や財源が，その脱漏問題も含

めて検討されなけれはならない。産業のクローハル化のもとで日本の公共事業に求められる内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）がどのようなものか，これをグローバルな視点やその特質から検討する必要があるといえる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）ゼネコン談合　汚職事件では，当時の自由民王党元副総裁，建設大臣，宮城県知事，仙台市長，茨

　城県知事，茨域県三和町長，鹿島等セネコン大手８杜幹部なとが逮捕された 。

　　 この談合事件の直後に，「日本経済新聞」は，「公共事業を問う」という大型「社説」を掲けた。指

　名競争入札が談合の温床であるとともに，いわゆる族技官や族議員が配分を決めており「集権官庁 ・

　建設省の “分割民営化”を」，また，談合は税金からの「窃盗」であり「建設業界は談合根絶に体質

　改善を」，さらに，利益政治が問題であり「『土木政治』はもういらない」という内容の主張であ った

　（『日本経済新聞』１９９３年４月２８～３０日付より）。

２）財政制度審議会「平成６年度予算の編成に関する建議」１９９４年２月９日付，財政調査会個の予
　算』はせ書房，１９９４年度版，１２１９ぺ一ジ 。
３）　 これは，建設省編『建設白書』１９９６年版（大蔵省印刷局）の第３章 ・第３節の表題である 。

４）以上，石弘光監修『財政構造改革白書』東洋経済新報社，１９９６年，１９５ぺ一ジ 。

５）公共事業における「守旧派」と「改革派」の対立なと ，「白書」の公共事業論の意図を検討したも

　のとして，梅原英治「公共事業政策の歴史的転機」『経済』１９９６年１２月号，１９９７年３月号，参昭 。

６）奥野信宏ほか編著『社会資本と経済発展』名古屋大学出版会，１９９４年，中村英夫編『道路投資の杜

　会経済評価』東洋経済，１９９７年，経済企画庁経済研究所編『社会資本の構造改革に向けて』大蔵省印

　刷局 ，１９９７年，参照。中村英夫編のなかで，上田孝行氏は，道路整備をめぐる「効果の定義や分類が

　どのような政策的な課題に対応して作成されたものであるか明確になっていない」ことなどの問題を

　指摘している（前掲書，第４章）。

７）五十嵐敬喜，小川明雄『公共事業をとうするか』岩波新書，１９９７年，参昭 。

　　また，第３セクターの分析も同様の分野の検討である。成瀬龍夫ほか編『特集公社 ・第三セクター

　の改革課題』「地域と自治体」第２４集，自治体研究社，１９９７年，参照 。

８）社会資本整備研究会ほか編『社会資本の未来』（日本経済新聞社，１９９９年）は，杜会資本整備不要

　論は一面的である（「はじめに」）として，杜会資本の今後の整備を「安全と安心」等の哲学的 ・政治

　的観点から再検討しようとしている（５ぺ一ジ）。 ここにはこれまでの杜会資本の整備を美化する点

　が含まれているが，環境 ・地域 ・産業の再生との関連で社会資本の今後のあり方が検討されている

　（「終章」）。 他方，経済戦略会議「日本経済再生への戦略」（１９９９年２月 ，最終報告）は，「戦略的イン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２７）
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　　フラ投資」として都市基盤や情報インフラ等の整備を提言している 。

　９）Ｒｏｂｅ直Ｂ　Ｒｅ１ｃｈ， ＴｈｅＷｏｒｋ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎｓ　ＡＬＦＲＥＤ　Ａ　ＫＮＯＰＦ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒ
ｋ， １９９１ロハートＢ ・ラ

　　イシュ ，中谷巌（訳）『ＴＨＥ　ＷＯＲＫ　ＯＦ　ＮＡＴＩＯＮＳ』ダイヤモンド社，１９９１年 。

　１０）ロバート ・Ｂ ・ライシュの課題の１つは，シンボリック ・アナリストの重要性をとらえること ，お

　　よび，そこでの問題と対策を検討することにあるといえる（第３部「シンボリック ・アナリストの拾

　　頭」を参照）。 ここでは職種が新しく次のように分類されることになる（人員構成比率）。

　　　 ａ　ルーテイン ・プロダクション（生産） ・サービス…… ３０％

　　　ｂ　インパースン（対人） ・サービス　　　　　　　…… ３０％

　　　 ｃ　シンボリック ・アナリスティック ・サービス　　ー・・２０％弱

　　　ｄ　農民，鉱業従事者など　　　　　　　　　　　　…… ５％弱

　　　　ｅ　遵邦および州政府の被雇用者など　　　　　　　……１５％強

　１１）経済のグローバル化と高付加価値生産との関連については，坂本和一ｒ２１世紀システム』（東洋経

　　済新報社，１９９１年）における日本電気の事例（１６９ぺ一ジ），また，ロバート ・Ｂ ・ライシュ，前掲書

　　におけるアメリカの１コンピュータ関連企業の事例（１７１ぺ一ジ）に示唆されている 。

　　　 ロバート ・Ｂ ・ライシュがグローバル化による「技能者」（シンボリック ・アナリスト）の獲得競

　　争を強調していることは明らかであるが（とくに，第１１章「『チャンピオン企業』の消滅」，参照） ，

　　グローバル化による高付加価値化と技術革新によるそれとの区別と関連が明確にされているわけでは

　　ない。この点は，本稿にとって，今後検討すべき課題である 。

　１２）「転換期を迎えるＣＩＭと今後のプロセス ・イノベーションの動向」日本開発銀行『調査』Ｎｏ． １８４ ．

　　１９９４年，３０ぺ一ジ「図表皿 一１」より 。

　１３）ＣＩＭをめぐっ て， そこに含まれる「高コスト」体質とバブル経済との関連を検討したものとして ，

　　山口義行 ・小西一雄『ポスト不況の日本経済』講談社現代新書，１９９４年，参照。また，バブル経済後

　　に「市場 ・販売動向に対応した適量生産」として生産ラインの変形「合理化」がはかられている現状

　　については，日経ビジネス編『１ドル８０円工場』日本経済新聞杜，１９９５年，参照 。

　１４）経済戦略会議，前掲報告，竹中平蔵『経世済民』ダイヤモンド社，１９９９年，所収（抜粋），第５章

　　　より 。

　１５）以上，丁朝日新聞』「目新しさ具体化カギ」１９９９年１１月１２日付，より 。

　１６）この問題を検討したのが，野口悠紀雄「社会資本整備の今後の方向性一新社会資本，知識資本，人

　　的資本一」宇沢弘文ほか編［社会的共通資本』東京大学出版会，！９９４年，第８章，である。野口氏は ，

　　 「人的資本，知識資本」は「その経済的効果は，将来時点まで残る」「投資である」，また，「知識は

　　　　 ・・使用によって価値が減ずることはない…… 公共財としての性質をもつ」ととらえている 。

　　　野口氏も指摘しているが，「人的資本，知識資本」をめぐっては，「生産のインセブティブと生産さ

　　れた知識の利用とをどのように調和させるかという問題」がある 。「人的資本，知識資本」の内容や

　　水準を検討し，私的企業と社会資本整備 ・公共事業との関連をとのように具体化 ・体系化すへきかは

　　今後の課題であろう 。

　１７）経済戦略会議の報告では，「未来型社会資本整備」の「戦略プロジェクト」の第１に「都市の生活

　　環境改善と国際競争力の向上」が掲げられている 。また，「情報知識産業を集積させるには，生産機

　　能支援の社会資本よりも，生活機能支援の社会資本整備が腱』を握る」として今後の社会資本のあ

　　　り方を検討している，神野直彦「生活機能を重視した社会資本」社会資本整備研究会ほか編，前掲書 ，

　　　第８章，参照 。

　１８）臨海副都心開発の概要については，岡部祐三『臨海副都心開発』あけび書房，１９９３年，を参照して

　　　いる 。

　１９）岡部祐三，則掲書，７８～７９ぺ一ジより 。

　２０）岡部祐三『破綻 ・臨海副都心』（あけび書房，１９９５年）では，外資系企業が東京を「欧米都市と比

　　　較して　　生活環境 ・ビジネス環境では最低」と評価している点が紹介されている（８５ぺ一ジ）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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２！）都市問発をめぐる内需拡大策と規制緩和や不動産投資との関係については，五十嵐敬喜 ・小川明雄

　『都市計画』岩波新書，１９９３年，第４章，岸宣仁『賢人たちの誤算』日本経済新聞社，１９９４年，第７

　章，参照 。

２２）東郷久『戦後日本の公共投資』大阪経済法科大学出版部，１９９５年，参照 。

２３）港湾を中心とした物流経済の現状については，柴田悦子『物流経済を考える』成山堂書店，１９９７年 ，

　参照。また，流通，物流と都市との関連を検討している阿部真也ほか編『現代日本の流通と都市』有

　斐閣選書，１９９６年，参照 。

２４）社会資本のストック効果とフロー効果の関連から景気対策の有効性問題を検討しているものとして ，

　浅子和美ｒ変化する社会資本の意義」杜会資本整備研究会ほか編，前掲書，第１０章，参照 。

２５）公共事業の浪費問題が継続するもとで，現在，公共事業の新たな方向が検討されつつある 。

　　その１つは，「社会福祉型」といえる公共事業論である 。蔦川正義ほか編『ちょっとまて公共事業』

　大月書店，１９９９年，とくに，第Ｗ部「オールタナティフ」参昭。それは，福祉や環境関連の公共事業

　への重点化であり ，公共事業 ・建設業が市町村レベルでは必ずしも就業者数増に関連していないとい

　う現状を踏まえ，教育や杜会福祉への就業者が増大しうる地域経済または「杜会福祉型産業構造」を

　展望する公共事業の提言である 。

　　これに対し，杜会資本整備研究会ほか編（前掲書）では，「情報知識産業」との関連で（第８章） ，

　また，「地域社会の活性化と環境創造」の方向で（第９章）社会資本を整備する必要性が主張されて

　いる 。産業構造との関連が意識されたうえで生活条件の再検討に重点が置かれており ，今後の杜会資

　本　公共事業のあり方を検討するうえでの問題提起になっ ている 。

　　他方，経済戦略会議報告の「未来型杜会資本」は，現段階における競争条件をいかに形成するかと

　いう観点からの杜会資本であり公共事業である。問題点については本文で指摘したが，技術 ・研究開

　発，晴報化，都市開発，物流管理等々をめくる企業経営と公共事業との関係を含めたそれら相互のネ

　　ノトワーク化，および，そのためにも必要となる従来型公共事業の削減や省庁別縦割り行政からの脱

　却が可能かどうかが今後の課題であろう 。

（５２９）
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